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受給資格期間短縮の施行に当たっての取組 

 平成29年８月１日より、年金の受給資格期間が25年から10年に短縮されている。 

 日本年金機構は、本年２月末から７月上旬にかけて、保険料納付済等期間が10年以上25年
未満の方に対し、年金請求書の入った封筒（約67.6万人）を送付。年金請求書を年金事務
所又は市区町村に提出していただくため、これまで、以下の取組を実施。 

 本年７月中に手続きが完了した方については、本年10月に支払う予定。それ以降に手続き
をした方についても、11月以降順次、遡って支払う予定。（手続きの時効は５年） 

項目 これまでに実施してきている取組 

年金請求書の 
提出勧奨 

① 月曜日の延長時間や第２土曜日の開所時間における予約制の完全実施   【5月1日から実施済】 
② 市区町村、生活保護実施機関等への協力依頼 【6月5日から実施済】 
③ 年金請求書が未提出の方への文書勧奨 【6月19日～8月31日】 
④ 年金請求書が未提出の方への電話勧奨（予約受付を含む） 【6月19日～8月31日】 
⑤ 年金請求書の未提出情報の市区町村への提供  【7月27日】 
⑥ 毎週土曜日の休日相談の実施 【7月】 

予約率の向上 

① 年金請求書送付用封筒の「予約制」の案内の見直し 【5月15日送付分から実施済】 
② 日本年金機構ホームページの「バナー」の見直し 【5月15日から実施済】 
③ 年金請求書の未提出情報の市区町村への提供  【7月27日】 
④ 毎週土曜日の休日相談の実施 【7月】 

周知広報 

① 市区町村における広報の協力依頼 【5月1日、19日に実施済】 
② 政府広報等による周知【3月29日他】 
③ 厚生労働省Facebook、Twitterによる情報発信 【6月中旬～】 
④ 金融機関等への予約制周知の協力依頼  【6月15日】 

関係機関等への 
協力要請 

① 民生委員、社会福祉協議会への協力要請（請求手続の案内等） 
② 介護保険施設入所者に対する施設職員等による必要な支援 
③ 生活保護受給者に対する福祉事務所等による必要な支援 
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請求書入り封筒の送付数等について 
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法案審議時点
の推計 

送付実績 

約64万人 

約73.5万人 

保険料納付済等期間が10年以上25年
未満の方であって、既に障害・遺族を
要件とした年金を受けている方 

保険料納付済等期間が10年以上25年
未満の方であって、障害・遺族を要件
とした年金を受けていない方 

約67.6万人 

【データ抽出条件】 
 平成27年12月時点の
日本年金機構が保有す
るデータを活用 等 

【データ抽出条件】 
 送付前の最新の日本
年金機構が保有する
データを活用 等 

 請求書入り封筒の送付数について、これまでの推計値と送付実績の関係は以下のとおり。 

約9.5万人 

約59.8万人 約7.8万人 

請求書入り封筒を送付する前に保険料納付済
等期間が25年以上となった等の理由で、今回
の請求書入り封筒が送付されなかった方 

【その他の方への対応】 

保険料納付済等期間が10年以上25年未満の方でも、住民基本台帳ネットワークが保有する情報と一致しない方（亡くなっ
た方等を含む。約12.7万人）には、７月下旬に、別途、お知らせハガキを送付済み。 

保険料納付済等期間が10年未満の方には、平成29年中から、お知らせハガキを順次送付する予定。 



（参考１）年金請求書送付スケジュールと送付者数 

4 （注）  国共済、地共済及び私学共済に加入した期間がある方は、生年月日に関係なく、⑩の時期に送付。         

送付時期 年金請求書が送付される方 送付者数 

① 平成29年2月28日 
 大正１５年４月２日～昭和１７年４月１日生まれ 
                   （９１歳～７５歳） 

 ２０，０００人 

② 平成29年3月13日  ９１，３８５人 

③ 平成29年3月27日 
 昭和１７年４月２日～昭和２３年４月１日生まれ 
                   （７５歳～６９歳） 

 ７３，０００人 

④ 平成29年4月17日 ９９，２３２人 

⑤ 平成29年5月 2日 
 昭和２３年４月２日～昭和２６年７月１日生まれ 
                   （６９歳～６６歳） 

８７，８７３人 

⑥ 平成29年5月15日 ８２，３５８人 

⑦ 平成29年5月22日 
 昭和２６年７月２日～昭和３０年１０月１日生まれ 【女性】 
 昭和２６年７月２日～昭和３０年８月１日生まれ 【男性】 
                   （６６歳～６１歳） 

９３，０５０人 

⑧ 平成29年6月21日 ８１，８３３人 

⑨ 平成29年6月30日 
 昭和３０年１０月２日～昭和３２年８月１日生まれ 【女性】 
                   （６１歳～６０歳） 

３７，７５８人 

⑩ 平成29年7月10日  大正１５年４月１日以前生まれ（９１歳～） ９，９８５人 

 年齢の高い対象者から順に、計約67.6万人に送付を実施。 



（参考２）送付している封筒と実際の年金請求書 
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 黄色の封筒、右上に「短縮」と記載された封筒を、対象者に送付。 



 保険料納付済等期間が10年以上25年未満の方で、住民基本台帳ネットワークが保有する情
報と一致しない方（亡くなった方等を含む）に、約12.7万通のお知らせハガキを送付済み
（7月24日）。内容は以下のとおり。 

（参考３）お知らせハガキの内容 
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【表面】 

【裏面】 



年金請求書（受給資格期間10年以上25年未満）の請求手続状況について（その１） 
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I. ７月末までに請求書を受け付けた約37.4万人の内訳は以下のとおり。 
 ①請求書入り封筒を送付した方（②を除く）    約31.2万人 
 ②請求書入り封筒を送付した方のうち、既に障害・遺族を要件とした年金を受給している方   約2.6万人 
 ③請求書入り封筒の送付対象外であった方（保険料納付済等期間が10年未満の方でカラ期間を足すと10年以上となった方等）  約3.6万人 

II. 上記の約37.4万人の他に、請求書入り封筒を送付した方のうち、年金事務所等の窓口で、請求手続をした結果、カラ期間等が確認さ
れたため、受給資格期間が25年以上となった方は、約4.3万人。 

⇒上記Ⅰ①にⅡを加えると約35.5万人となり、請求書入り封筒を送付した保険料納付済等期間が10年以上25年未満の方のうち、障害・遺
族を要件とした年金を受けていない方の数、約59.8万人に対して、約59.4％。 

Ⅲ. 10月に支払いがされる方（受給資格期間10年以上25年未満）は、約37.8万人 
    ※補足 7月末までに請求書を受け付けた方に加え、8月1日以降に請求書を受け付けた方も一部含まれている。 

 ７月末までに年金事務所等で受け付けた請求書（受給資格期間10年以上25年未満）の総数
は、約37.4万人。 



年金請求書（受給資格期間10年以上25年未満）の請求手続状況について（その２） 
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 ８月末までに年金事務所等で受け付けた請求書（受給資格期間10年以上25年未満）の総数
は、約44.9万人。 

I. ８月末までに請求書を受け付けた約44.9万人の内訳は以下のとおり。 
 ①請求書入り封筒を送付した方（②を除く）    約36.8万人 
 ②請求書入り封筒を送付した方のうち、既に障害・遺族を要件とした年金を受給している方   約2.6万人 
 ③請求書入り封筒の送付対象外であった方（保険料納付済等期間が10年未満の方でカラ期間を足すと10年以上となった方等） 約5.4万人 

II. 上記の約44.9万人の他に、請求書入り封筒を送付した方のうち、年金事務所等の窓口で、請求手続をした結果、カラ期間等が確認され
たため、受給資格期間が25年以上となった方は、約4.9万人。 

⇒上記Ⅰ①にⅡを加えると約41.7万人となり、請求書入り封筒を送付した保険料納付済等期間が10年以上25年未満の方のうち、障害・遺
族を要件とした年金を受けていない方の数、約59.8万人に対して、約69.7％。 

 


